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米国金融政策（2020年9月）
金融政策の新たな枠組みを反映した金融緩和の実質的な強化

1/1

2020年9月17日

政策金利のフォワード・ガイダンスの修正、ゼロ金利政策の長期化

2020年9月15･16日（現地、以下同様）に開催されたFOMC（米国連邦公開市場委員会）では、政策金

利であるフェデラル・ファンド・レートの誘導レンジが0～0.25%に、国債とMBS（住宅ローン担保証

券）の購入額もそれぞれ月800億米ドル、400億米ドルに据え置かれました。しかし、 8月の臨時FOMCで

決定された新たな金融政策の枠組みを反映して、声明文は大幅に変更されました。インフレ率が平均して

2%となり、長期のインフレ期待が2%でしっかり定着するよう、ある程度の期間2%を緩やかに上回るイ

ンフレ率の達成を目指す方針の下、政策金利のフォワード・ガイダンスは、FOMCが考える最大雇用と整

合的な水準まで労働市場が改善し、インフレ率が2%に上昇し、2%を緩やかに上回る軌道に乗るまで、現

在のレンジを維持するのが適切との内容に改められました。資産購入についても、市場機能の維持だけで

なく緩和的な金融環境の醸成を、目的として追加しています。ただし、目標達成を妨げるリスクが生じる

可能性があれば金融政策姿勢を適切に調整する用意があるとし、金融の安定性への配慮を滲ませました。

FOMC参加者の経済・金利見通しからは、2023年10-12月期に失業率が4%へ低下し、インフレ率が2%

へ上昇する中でも、なお現在のゼロ金利政策を継続する意向が示されました。声明文の変更と合わせて、

金融緩和の実質的な強化と考えられ、ゼロ金利政策の一段の長期化が見込まれます。
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（出所）FRB（米国連邦準備制度理事会）

FOMC参加者の経済・金利見通し（中央値）政策金利と長期金利

（出所）ブルームバーグ

※フェデラル･ファンド･レートは誘導レンジの中心を表示

（2016年1月初～ 2020年9月16日）

※実質GDP成長率、インフレ率は10-12月期の前年同期比
※失業率は10-12月期の平均
※FF（フェデラル・ファンド）レートは誘導レンジの中心

2020 2021 2022 2023

実質GDP成長率 ▲3.7 4.0 3.0 2.5

失業率 7.6 5.5 4.6 4.0

インフレ率 1.2 1.7 1.8 2.0

FFレート 0.1 0.1 0.1 0.1
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フェデラル・ファンド・レート

10年国債利回り


